
【様式第1号】

会計：全体会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 54,495,395   固定負債 9,034,271

    有形固定資産 48,785,839     地方債等 8,033,711

      事業用資産 15,303,797     長期未払金 -

        土地 2,339,216     退職手当引当金 5,289

        立木竹 2,330,532     損失補償等引当金 -

        建物 29,438,247     その他 995,271

        建物減価償却累計額 -18,908,157   流動負債 1,036,757

        工作物 414,830     １年内償還予定地方債等 792,109

        工作物減価償却累計額 -310,871     未払金 40,508

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 175,881

        航空機 -     預り金 28,259

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 10,071,028

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 55,786,308

      インフラ資産 32,837,231   余剰分（不足分） -7,533,086

        土地 2,185,743   他団体出資等分 -

        建物 2,502,703

        建物減価償却累計額 -729,421

        工作物 84,425,779

        工作物減価償却累計額 -55,547,574

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 3,310,676

      物品減価償却累計額 -2,665,865

    無形固定資産 17,937

      ソフトウェア 17,806

      その他 131

    投資その他の資産 5,691,619

      投資及び出資金 54,428

        有価証券 12,490

        出資金 41,938

        その他 -

      長期延滞債権 15,147

      長期貸付金 20,540

      基金 5,290,964

        減債基金 637,027

        その他 4,653,937

      その他 322,680

      徴収不能引当金 -9,614

  流動資産 3,828,854

    現金預金 652,774

    未収金 157,096

    短期貸付金 -

    基金 1,290,913

      財政調整基金 998,668

      減債基金 292,245

    棚卸資産 78,539

    その他 1,650,344

    徴収不能引当金 -812

  繰延資産 - 純資産合計 48,253,222

資産合計 58,324,249 負債及び純資産合計 58,324,249

全体貸借対照表
（令和5年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：全体会計 （単位：千円）

全体行政コスト計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

  経常費用 11,201,951

    業務費用 7,374,161

      人件費 2,388,038

        職員給与費 1,870,101

        賞与等引当金繰入額 159,511

        退職手当引当金繰入額 7,443

        その他 350,984

      物件費等 4,820,931

        物件費 2,019,313

        維持補修費 242,546

        減価償却費 2,558,880

        その他 193

      その他の業務費用 165,192

        支払利息 45,033

        徴収不能引当金繰入額 7,082

        その他 113,076

    移転費用 3,827,790

      補助金等 3,424,791

      社会保障給付 380,139

      その他 22,860

  経常収益 1,271,752

    使用料及び手数料 686,729

    その他 585,023

純経常行政コスト 9,930,199

  臨時損失 34,788

    災害復旧事業費 34,788

    資産除売却損 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 45,033

    資産売却益 35,738

    その他 9,295

純行政コスト 9,919,953



【様式第3号】

会計：全体会計 （単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 48,193,572 55,888,137 -7,694,565 -

  純行政コスト（△） -9,919,953 -9,919,953 -

  財源 8,546,286 8,546,286 -

    税収等 6,533,110 6,533,110 -

    国県等補助金 2,013,176 2,013,176 -

  本年度差額 -1,373,668 -1,373,668 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,546,189 1,546,189

    有形固定資産等の増加 828,482 -828,482

    有形固定資産等の減少 -2,571,598 2,571,598

    貸付金・基金等の増加 852,968 -852,968

    貸付金・基金等の減少 -656,042 656,042

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 1,433,318 1,444,361 -11,043

  本年度純資産変動額 59,650 -101,828 161,478 -

本年度末純資産残高 48,253,222 55,786,308 -7,533,086 -

全体純資産変動計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

会計：全体会計 （単位：千円）

全体資金収支計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 9,383,572

    業務費用支出 5,555,782

      人件費支出 2,302,862

      物件費等支出 3,048,154

      支払利息支出 54,118

      その他の支出 150,648

    移転費用支出 3,827,790

      補助金等支出 3,424,791

      社会保障給付支出 380,139

      その他の支出 22,860

  業務収入 10,128,188

    税収等収入 6,451,299

    国県等補助金収入 1,662,858

    使用料及び手数料収入 1,033,216

    その他の収入 980,814

  臨時支出 34,788

    災害復旧事業費支出 34,788

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 709,828

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,291,616

    公共施設等整備費支出 826,815

    基金積立金支出 423,994

    投資及び出資金支出 2,307

    貸付金支出 38,500

    その他の支出 -

  投資活動収入 786,182

    国県等補助金収入 350,318

    基金取崩収入 287,058

    貸付金元金回収収入 36,700

    資産売却収入 35,738

    その他の収入 76,367

投資活動収支 -505,434

【財務活動収支】

  財務活動支出 698,529

    地方債等償還支出 698,529

    その他の支出 -

  財務活動収入 377,407

    地方債等発行収入 377,407

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 30,824

本年度歳計外現金増減額 -2,624

本年度末歳計外現金残高 28,200

本年度末現金預金残高 652,774

財務活動収支 -321,122

本年度資金収支額 -116,729

前年度末資金残高 741,303

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 624,574



注記 

1. 重要な会計方針 

（1） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産                     取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59年度以前に取得したもの  

取得原価が判明しているもの             取得原価 

取得原価が不明なもの               再調達原価 

         ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価格 1円としています。  

イ 昭和 60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの            取得原価 

取得原価が不明なもの               再調達原価 

      ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格 1円と

しています。 

 

② 無形固定資産                      取得原価 

 

（2） 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券 

市場価格のないもの     取得原価 

 

② 出資金 

市場価格のないもの        出資金額 

 

（3） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

販売用土地                        個別法による低価法 

 

（4） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産               定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

ア 建物      10年～50年 

イ 工作物      8年～60年     

ウ 物品       3年～15年 

 

② 無形固定資産                       定額法 

（ソフトウェアについては、町内における見込利用期間（５年）に基づく定額



法によっています。） 

 

（5） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体に対するものについて、

実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上し

ています。 

 

② 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴

収不能見込額を計上しています。 

 

③ 退職手当引当金 

退職手当債務から北海道市町村退職手当組合への加入時以降の負担金の累計

額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、北

海道市町村退職手当組合における積立金額の運用益のうち当町へ按分される額

を加算した額を控除した額を計上しています。 

 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相

当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上してい

ます。 

 

（6） リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引 

（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりの

リース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きま

す。） 

  通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

② オペレーティング・リース取引 

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 



（7） 全体資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資

金の受払いを含んでいます。 

 

（8） 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

2. 重要な会計方針の変更等 

（1） 会計方針の変更                該当事項ありません。 

 

（2） 表示方法の変更              該当事項ありません。 

 

（3） 全体資金収支計算書における資金の範囲の変更  該当事項ありません。 

 

3. 重要な後発事象                         該当事項ありません。 

 

4. 偶発債務                                      該当事項ありません。 

 

5. 追加情報 

（1） 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険病院事業会計 公営企業会計 全部連結 － 

簡易水道事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

公共下水道事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

国民健康保険事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

後期高齢者医療事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

介護保険事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

介護サービス事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

連結の方法は次のとおりです。 

地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

 

（2） 出納整理期間 

地方自治法第 235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）

においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって



会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている

団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の

受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

（3） 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があ

ります。 

 

（4） 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

翌年度予算で財産収入として措置されている公共資産 

 

イ 内訳 

売却可能資産はありません。 

 



附属明細書

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却
累計額

（E)

本年度償却額
（F)

差引本年度末残
高

（D)－（E)
（Ｈ)

 事業用資産 34,250,429 272,396 0 34,522,825 19,219,027 648,187 15,303,798

土地 2,335,716 3,500 0 2,339,216 0 0 2,339,216

立木竹 2,330,532 0 0 2,330,532 0 0 2,330,532

建物 29,171,825 266,421 0 29,438,246 18,908,156 639,565 10,530,090

工作物 412,356 2,475 0 414,831 310,871 8,622 103,960

船舶 0 0 0 0 0 0 0

浮標等 0 0 0 0 0 0 0

航空機 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0

 インフラ資産 88,770,510 343,716 0 89,114,226 56,276,995 1,760,223 32,837,231

土地 2,182,785 2,959 0 2,185,744 0 0 2,185,744

建物 2,494,123 8,580 0 2,502,703 729,421 117,302 1,773,282

工作物 84,093,602 332,177 0 84,425,779 55,547,574 1,642,921 28,878,205

その他 0 0 0 0 0 0 0

建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0

 物品 3,306,452 4,224 0 3,310,676 2,665,865 69,291 644,811

126,327,391 620,336 0 126,947,727 78,161,887 2,477,701 48,785,840

１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細

区分

合計


